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Abstract
Studentsʼ behavioral problems are among the factors deemed to cause significant stress in teachers. The School-

wide Positive Behavior Support (SWPBS) approach defines and teaches appropriate behaviors and positively 

reinforces the appropriate behaviors of students. Although SWPBS has been shown to be effective in reducing 

students' problematic behaviors, its effects on teachers remains unclear. Therefore, this study aimed to examine 

the effectiveness of SWPBS implementation in decreasing teacher burnout and improving teacher self-efficacy, in 

addition to reducing the problematic behaviors of students in class. In this study, SWPBS was implemented in a 

public elementary school for two years. The results suggest an improvement in students’ behavior during class. 

Further, emotional exhaustion in teacher burnout significantly decreased, and the personal achievement score 

significantly improved. Although the teacher self-efficacy score increased from September to March in Year 2, it was 

not statistically significant. These results suggest that SWPBS is effective in improving the mental health of teachers. 

The limitations of this study and future directions were discussed.
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問　題
教師のメンタルヘルスの問題についての現状
平成… 30 年度の病気で休職した教職員数は

7,494 人であり，うつ病などの精神疾患による
休職者数は 5,212 人で休職者の 69.5％を占め
る（文部科学省 , 2019）．精神疾患による病気
休職者数は平成… 19 年度以降，5000 人前後の
水準を推移している状況である．また，小学
校通常学級担任 663 名を対象にした調査では，

分析対象となった 491 名のうち 36.9%の教師
が General Health Questionnaire 12 項目短縮版
（GHQ-12）のカットオフ値を超える精神的健康
状態が不良の状態であったことが報告されて
いる（安藤・中島・鄭・中嶋，2013）．教師
の精神疾患の背景には教師ストレスがあると
考えられ，教師ストレスとは「教師としての
仕事から由来する不愉快でネガティブな情動
（例えば怒り，不安，緊張，フラストレーショ
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ン，抑うつ）の経験」と定義される（Kyriacou, 

2001; 西坂 , 2003）．教師ストレスの要因となる
ストレッサーには，多忙な業務，学級崩壊等
の学級経営上の問題，いじめ・不登校・暴力
行為等の問題行動への対応，特別な教育的支
援を要する児童生徒の増加，保護者への対応
の困難などが挙げられ，特に授業中に児童が
私語をしたり，教科書を見るべき時に見なかっ
たり，ノートに書くべき時に書かなかったり，
学級に悪ふざけやいたずらを面白がる雰囲気
があったりといった状況では，教師が強いス
トレスを感じることがわかっている（安藤他，
2013）．また，教師の多忙感や負担感といった
教師ストレスが長期にわたり解消されないま
まに蓄積すると，精神的・身体的に疲弊し消
耗したバーンアウトの状態となり，離職意思
が高まることもわかっている（小橋 , 2013）．
このように，教師のメンタルヘルスの問題は
非常に深刻であると言える．

児童生徒の問題行動への対応と教師のメンタル
ヘルス
教師にとってストレスが強く感じられるの
は児童生徒の問題行動ということであったが，
令和元年度の文部科学省による「児童生徒の
問題行動・不登校等生活指導上の諸課題に関
する調査」によると，小学校でのいじめの認
知件数は 484,545 件，暴力は 43,614 件，不登
校は 53,350 人といずれも前年度と比べて増加
しており，特に小学校におけるこれらの問題
行動の深刻化が目立っている（文部科学省 , 

2020）．また，平成… 24 年に文部科学省により
実施された「通常の学級に在籍する発達障害
の可能性のある特別な教育的支援を必要とす
る児童生徒に関する調査」の結果では，行動
面や学習面に著しい困難を示す児童生徒は通
常学級に約 6.5％在籍することからも（文部科
学省，2012），40 名の学級では 2～ 3名程度個
別の支援を必要とする児童がいることになる．
さらに，著しい困難とまではいかなくとも離
席，手遊び，よそ見，私語，指示・課題の非
従事といった「見えにくい問題行動」も多い

ことが指摘されている（馬場・松見，2011）．
したがって，教師は多様なニーズを抱える児
童生徒に対応しながら教育活動を行うことが
求められており，ここからも教師ストレスの
大きさは想像に難くない．このように多忙感
や負担感といった教師ストレスが高まった状
況下において，児童生徒の問題行動への対処
は後手に回りやすく，また注意や叱責といっ
たネガティブな対応になりやすいと考えられ
るが，事後対応や罰的対応を行う傾向の強
い教師ほど，ストレスが高いことも明らかに
なっている（Clunies-Ross, Little, & Kienhuis, 

2008）．また，児童生徒の問題行動に対し，注
意や叱責などの罰的な対応は教育的効果が低
く，むしろ攻撃行動や不安を誘発するなど望
ましくない副次的な作用があることは科学的
にも実証されていることから（島宗他 , 2015），
根本的に教師のストレッサーとなる児童の問
題行動を改善する対応とはならないのである．
したがって，教師ストレスが高まることによっ
て叱責などの罰的な対応が増加し，またこの
ような対応の増加によって，さらに教師スト
レスが高まるといった悪循環が生まれるやす
くなる．一方で，教師のバーンアウトを予防
する教師個人の要因として，教師効力感が重
要であることも明らかにされている（淵上・
西村 , 2004; 谷島 , 2013）．教師効力感とは「望
ましい教育的結果を遂行できるという教師の
信念」（淵上・西村 , 2004）と一般的に定義され，
教師の影響力に関する一般的な効力感，教師
が職場で他の教職員と協働関係を構築できる
という信念である協働的自己効力感，児童生
徒を理解して寄り添い問題を考えようとする
ことができるという信念である教育相談への
自己効力感があるとされている（谷島 , 2013）．
谷島（2013）の研究では，特にこの中でも教育
相談への自己効力感が高いほど教師がバーン
アウトに陥りにくいということが示されてい
た．

学校規模ポジティブ行動支援
先に述べたような教師のメンタルヘルスを
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悪化させる悪循環を断ち切るべく，最近注目
されているアプローチとしてポジティブ行動
支援（Positive Behavior Support; 以下 PBSと
する）がある．PBSでは，児童生徒の問題行
動に対して問題が起こってから事後に対応す
るのではなく，問題行動が起こるのを未然に
防ぎ，より適応的な行動に注目してそれらを
増やすという取り組みを行う．PBSを学校規
模で実施したものは学校規模ポジティブ行動
支援（School-wide PBS; 以下 SWPBSとする）
と呼ばれ，1980 年代後半よりアメリカで実践
が広がり，現在では 27,000 校以上の学校で導
入され，暴力等の問題行動の減少や学力の向
上，学校風土の改善といった成…果を上げてい
る（例えば，Bradshow, Mitchell, & Leaf, 2010; 
Lassen, Steele, & Sailor, 2006）．SWPBSは応用
行動分析学を理論的基盤としており，問題行
動の予防，望ましい対人的行動やスキルの直
接的指導，望ましい行動の承認，児童生徒の
ニーズに応じた多層支援のアプローチ，デー
タに基づく問題解決，エビデンスベーストの
実践を支えるシステムの構築の 6つが中心的
特徴として挙げられている（George, Kincaid, 

& Pollard-Sage, 2009）．問題行動を予防する
ことにより，教師のストレッサーとなる児童
生徒の問題行動を減少させることが可能にな
る．また，問題行動の予防は，具体的には望
ましい行動を直接指導し，その実行を承認す
ることにより実現する．このような指導方法
は罰的な対応に比べて教師の感じるストレス
が少ないこともわかっている（Clunies-Ross et 

al, 2008）．多層支援アプローチでは，まず全児
童生徒を対象とした実践が行われ，SWPBSで
はこれを第 1 層支援と呼ぶ．このような第 1
層支援だけでは十分に行動の改善が見られな
かった児童生徒には，小集団でより手厚い支
援を第 2層支援として行い，小集団でも十分
な効果が見られない場合は第 3層支援として
機能的アセスメントに基づく集中的な個別支
援を行う（庭山，2020a）．このように第 1 層
支援から始まり，段階的に支援を手厚くして
いくことにより，教師のリソースも適切に必

要な児童に対して必要なだけ配分することが
可能になる．また，児童生徒のニーズの把握や，
支援が効果的に実施できているかの検討は教
員間で情報共有をしながら，データに基づい
て行われ，データに示された結果から各層で
支援する対象児童の選定や支援計画の見直し
などの意思決定をチームとして組織立って行
うことから，教員間の連携や協働が強まるこ
とが考えられる．したがって SWPBSの 6 つ
の中心的特徴から，SWPBSの実践はストレッ
サーである児童の問題行動を減少させること
に加えて，他の教師との連携や協働が強まる
といった教師の労働環境をストレスが高まりに
くいものへと変革するものであるとも言える．

教師のストレスやバーンアウトの軽減とメンタ
ルヘルスの向上
教師のメンタルヘルスの問題は教師個人の
問題としてではなく，学校組織の問題として
考えるべきであるという指摘もあり（吉武 , 

2018），いかに効果的に多忙な業務や負担を学
校組織として解消していくかが課題であると
考えられている（宮下，2019）．しかしなが
ら，単純に一律の業務削減を行う形で負担感
を軽減させる措置を取るようなやり方は，教
師のやりがいを無視する結果にもなりかねず
効果がないことが懸念され，教師という仕事
にやりがいと同僚や管理職からの承認が感じ
られるようなコミュニケーションを促進する
ことが重要であるとも言われている（宮下 , 

2019）．また，職場環境の整備や良好な人間関
係はストレッサー（例えば，多忙な業務や人
間関係の問題など）の未然防止に有効であるこ
とや（貝川 , 2009；安藤他 , 2013），職場内の
ピアサポートが教師のメンタルヘルス向上に
寄与する（椋田 , 2007）ことからも，教師が相
互にサポートや承認し合える環境を整えるこ
とが重要であると考えられる．SWPBSの特
に第 1層支援の実践では，学校の教職員と児
童全員の間で「学校で期待される姿」が共有
され，またその期待に沿った具体的な行動に
ついてもポジティブ行動マトリクスという一
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覧表で示される形で共有される（Figure 1）．
これまでのように学級単位でクラスづくりを
するのではなく，学校全体として期待に沿っ
た望ましい行動を共有することで，担任であ
るかどうかに関わらずどの教師も望ましい行
動が見られた児童を褒め，認めることができ
る．また，児童の行動変化はデータの形でそ
の成…果が定期的に確認され，このデータも共
有することで実践の調整等の意思決定が行わ
れる．このように，取り組みもその成…果も学
級という枠組みを超えて学校全体で共有しな
がら組織的に行うシステムを構築していくこ
とが特徴であることから，教師間で児童の問
題についての共有がしやすく，また相互に支
援する関係性も生まれやすいと思われる．海
外では，それほど多くはないが SWPBSが教
師に及ぼす効果について検討している研究が
あ り，Kelm & McIntosh（2011）は SWPBS を
実施している学校の教師と実施していない学
校の教師の効力感を比較し，SWPBSを実施し
ている学校の教師の方が効力感が高いことを
明らかにした．同様に，より対象校数や対象
教師の数を拡大して検討した Ross, Romer, & 

Horner（2012）の研究では，SWPBSを高い実

行度（implementation fidelity）で実践している
学校の教師の方がそうでない学校の教師より
も効力感が高く，バーンアウトが低いことが
わかっている．しかし，これら海外の研究に
おける検討は，SWPBSの実施校と非実施校の
比較や，SWPBSの実行度の高低により対象校
をわけてその教師のメンタルヘルスについて
比較検討を行った研究であり，SWPBS実施の
前後で教師のメンタルヘルスの状態がどう変
化するかを検討した研究ではなかった．そこ
で，本研究では SWPBSを実施した結果，教師
のバーンアウトや効力感がどのように変化す
るかを検討することを目的とする．日本にお
いてはまだ SWPBSの教師に対する効果は明ら
かにされていないため，SWPBSに教師のメン
タルヘルス向上の効果があることが明らかに
なれば，日本において深刻な教師のメンタル
ヘルスの問題を解決する一つの有効な手立て
を示すことにもつながることが期待される．

日本における SWPBS の実践とその効果
日本においても SWPBSの実践が行われ始
めており，その効果も確認されている．例え
ば，石黒（2010）が行った中学校での SWPBS

Figure 1　対象校で作成したポジティブ行動マトリクス
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の実践では，その結果として問題行動が減り，
修繕費の支出が減った．また，庭山（2020b）
は，学年規模の PBSを実践し，PBSを実施
した学年としていない学年を比べたところ，
PBSを実施した学年においては生徒指導上の
問題発生率が明確に減少していたことを示し
た．さらに大久保他（2020）による小学校での
SWPBSの実践では，学校規模で望ましい行動
の増加が見られ，また学校に対する児童の肯
定的評価の向上が示された．これらは全て第 1
層支援の実践であり，以上のように SWPBSの
第 1層支援の実践は児童生徒の問題行動の改
善や望ましい行動の増加に効果的であること
は日本においてもそのエビデンスが蓄積され
てきている．しかしながら，成…果として検討
されているものは児童の行動や適応状態の変
化が中心であり，その結果として教師の負担
感という教師ストレスが軽減し，それに伴っ
て教師のバーンアウトが軽減したり，効力感
が高まるといったメンタルヘルスの向上が見
られるかについて検討した研究はほとんど見
当たらない．

本研究の目的
以上のことから本研究では，公立小学校に

おける SWPBSの第 1層支援の実践が，児童の
学級において見られる問題行動の改善だけで
はなく，教師のメンタルヘルスの状態を反映
する指標として教師バーンアウトの低減と教
師効力感の向上にも効果的かについて検討す
ることを目的とする．

方　法
対象校および対象者
本研究の対象となったのは公立小学校 1校
であり，この学校では X年度より 2年間にわ
たって SWPBSの実践に取り組んでいた．実践
の流れについては Figure 2 に示したとおりで
ある．対象者は 1 ～ 6 年生の全校児童とその
担任教師であり X年度（Year 1）は児童 407 名，
担任教師 11 名（職歴平均 5.8 年，範囲 1～ 13
年）であった．教師の調査への回答率は 91.7％
であった．X＋ 1年度（Year 2）は児童 372 名，
担任教師 9名（職歴平均 6.5 年，範囲 1～ 15 年）
であり，教師の回答率は 75％であった．児童
と教師は Year 1 と Year 2 で重複があった．

研究参加への同意と倫理審査
SWPBSの実践については対象校の校長より

著者らが依頼される形で実施した．SWPBSの

Figure 2　本研究で実施した SWPBS 第 1 層支援の実践の流れ
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効果検証として本研究に参加することについ
ては，校長に研究内容を書面にて提示の上説
明し，実施の際に留意される点や収集したデー
タの取り扱い，および研究成…果の学会や論文
等での公表について，同意書に署名捺印をす
る形で同意を得た．また，研究計画の内容に
ついては，第 1著者の所属機関の研究倫理審
査委員会にて審査を受け承認された．

手続き
対象校において実施したのは SWPBSの第 1
層支援であり，Sugai & Horner （2002）に示さ
れている SWPBS第 1層支援の中核的な 6つの
手順で構成…されていた．6つの中核的手順とは，
① SWPBSに取り組む目的を述べる，②「学校
で期待される姿」を明確に定義し，行動の例
を示す，③「学校で期待される姿」やそれに沿っ
た具体的な行動を教えるための手続きがある，
④期待される行動を促すような手続きがある，
⑤問題行動を予防する手続きがある，⑥記録
をとり，それに基づき意思決定をする手続き
がある，である．以下，この 6つの手順に沿っ
て本研究で実施した SWPBS第 1層支援の手続
きについて説明する．

SWPBS の目的の共有（①）　Year 1 の 5 月
に全教職員を対象とした研修を実施した．研
修の中では，応用行動分析学に基づく SWPBS

の基礎理論の解説と，SWPBSの具体的な進め
方，およびその効果として期待されること，
実践の目的について第 3著者が講師となって
説明を行い，教職員全体で SWPBSの目的が共
有された．
「学校で期待される姿」の定義と直接的指

導（②）　2回目の研修を Year 1 の 8 月に実施
し，全教師に児童に期待することや児童に対
する願いを書き出してもらった．出てきた意
見を集約し，最終的には「学校で期待される姿」
として 3つのテーマ（「仲間・自分を大切にし
よう」「やりきることを大切にしよう」「こと
ばを大切にしよう」）が決定された．2回目の研
修後，そのテーマごとに具体的な場面での目
標行動を校内で話し合い，場面ごとのテーマ

に沿った目標行動が示されたポジティブ行動
マトリクス（以下，マトリクスとする）を作成…
した（Figure 1）．各学級では担任教師から全
児童にマトリクスについての説明を行い，ま
たマトリクスは共有の廊下や各教室などいつ
でも見えるところに常時掲示した．

目標行動の指導およびフィードバックと承
認（③〜⑤）　マトリクス完成…後の Year 1 の 3
学期には「ハッピーチケット」という取り組
みを行った．具体的には，児童にマトリクス
に示された目標行動を指導したのち，目標行
動のいずれかを教師が確認した場合や，マト
リクスにはなくても「学校で期待される姿」
の 3つのテーマに沿った望ましい行動が見ら
れた場合に，教師から児童に「ハッピーチケッ
ト」を渡して称賛を行った．教師は常に「ハッ
ピーチケット」を携帯し，いつでも目標行動
が見られた際にはチケットを使って称賛を
行った．称賛する際，教師はチケットに具体
的に見られた児童の望ましい行動と児童の名
前を書き込み，また記入した教師の名前を書
いて渡した．チケットをもらった児童は一定
期間各教室の決められた場所（教室後ろの壁
に設置された児童ごとのフォルダや児童各自
に配られたファイル内）にチケットを保管し，
学期の終わりに各児童の自宅に持ち帰った．
「ハッピーチケット」の取り組みは，多忙な
中でチケットに書き込み渡すという手間が教
師側の負担となったため，Year 2 では取り組
みの形式を従来から学校で行われている委員
会活動と兼ねる形に変更をし，マトリクスか
らいくつかの目標行動を取り上げ，キャンペー
ン形式で集中して取り組む期間を設けて実施
する形とした．実施した各キャンペーンと実
施時期については Figure 2 に示したとおりで
ある．SWPBSは応用行動分析学を基盤として
いることから，中核的手順の③～⑤の内容に
ついては，原則的には「学校で期待される姿」
に沿った目標行動，あるいは問題行動に代わ
るより適切な目標行動を教える手続き，目標
行動を引き出す環境設定の手続き，目標行動
の実行を承認・称賛し強化する手続きが含ま
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れる．まず各委員会において取り組む目標行
動をマトリクスの中から選定し，目標行動を
引き出すための工夫として，委員会の児童や
担当教師が集会などの場で取り組みについて
の説明や声かけをしたり，ポスターを校内に
掲示するなどした．また，目標行動は全校集
会などの機会を通して委員会の児童が具体的
に教示したり，ロールプレイなどでモデルを
示して指導した．目標行動が実行されたこと
を承認・称賛する手続きとしては，各学級に
おいて担任から直接ポジティブな声かけをし
たり，委員会が作成…した達成…状況を示すグラ
フを各教室内や廊下等に提示するなどして，
児童にフィードバックを行った．従来このよ
うなキャンペーンの取り組みが委員会活動と
して行われていた際には，委員会に関わる教
員や児童のみで全ての手続きを行っていたが，
SWPBSの手続きではそれを委員会が中心とな
り計画し，職員会議で提案して全校で共有し
進めていくことで，委員会担当ではない教員
間でも連携や協働が行いやすい体制が作られ
た．

記録に基づく意思決定（⑥）　児童にフィー
ドバックするために取っている記録は，児童
に成…果を視覚化して返すためだけではなく，
取り組みによって取り上げている目標行動が
実際に増えていることを確認するためにも用
いられた．

指　標
学級の状態についての評価　児童の問題行

動の程度を表す指標として，学級の状態につ
いて評価を行った．対象校には心理学を専攻
する学部生および大学院生計 4名が支援員と
して支援に入っていた．1年生から 6年生まで
の全 12 学級について学級単位で学生支援員 4 
名が独立して学級の状態について観察を行い，
学級の荒れ尺度（加藤・太田 , 2016）の各項目
について 1「全くない」～ 4「よくある」の 4
件法で評定を行なった．観察を行った授業は
国語や算数といった座学を中心とした授業の
場面に限って行った．各学級につき支援員 4

名が独立して 1授業ずつ評価し，項目ごとに
4名の支援員による評定の平均値を算出した．
その平均値をその学級の状態を表す値とし，
そこから全学級の平均値を学校全体の学級の
状態を示す指標として算出した．学級の状態
については Year 1 の 4 月と Year 2 の 3 月に実
施し，SWPBS実施前の学級の状態と，2年間
実践を行った後の状態を比較することとした．
年度をまたいでの測定のため，一部児童や教
師の重複はあるが独立した集団として扱い検
討を行った．

教師のバーンアウト　教師のバーンアウト
の程度についての測定は，バーンアウト尺度
（久保 , 2007）を教師用に修正した谷島（2013）
の教師用バーンアウト測定項目を使用した．
全 17 項目であり，「情緒的消耗感」「脱人格化」
「個人的達成…感」の 3つの下位尺度から構成…さ
れていた．各学級の担任教師が 1「ない」～ 5
「いつもある」の 5 件法で回答し，下位尺度ご
との合計を算出し，その下位尺度の得点とし
た．「情緒的消耗感」と「脱人格化」は得点が
高いほどバーンアウトの程度が強く，「個人的
達成…感」は谷島（2013）では「個人的達成…感の
低下」として逆転項目として扱われていたが，
本研究では「個人的達成…感」として逆転処
理をせずにそのままの得点で点数が高いほど
バーンアウトの程度は低いということで解釈
することとした．教師のバーンアウトについ
ては，取り組みを開始する前の Year 1の9月と，
SWPBSの実践 2年目が終了した Year 2 の 3 月
に測定をし，比較した．年度をまたいでの測
定のため，一部教員に重複はあるが Year 1 と
Year 2 は独立した集団として分析を行った．

教師の効力感　教師の効力感については，
教師効力感尺度（谷島，2013）を用いて測定し
た．全 22 項目あり，「一般的自己効力感」，「協
働的自己効力感」，「教育相談への自己効力感」
の 3 つの下位尺度で構成…されていた．各項目
について 1「全くあてはまらない」～ 4「た
いへん当てはまる」の 4 件法で各教師に回答
を求めた．下位尺度ごとに合計点を求め，下
位尺度の得点を算出した．教師効力感につい
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ては Year 2 の 9 月と 3 月に測定した．同じ年
度内の測定のため，9 月と 3 月は同一の対象
者間で比較した．児童のアンケートと同時期
に児童用アンケートと一緒に配布して実施を
したため，教師効力感尺度のみ児童の対象学
年と同じく 3年生以上の担任教師を対象とし
て実施した．回答者は 7 名であり，回答率は
87.5％であった．

結　果
学級の状態の評価

Year 1 と Year 2 における各項目の学校全体
の平均値を示したものが Table 1 である．Year 

1 と Year 2 の評価値について項目ごとに対応の
ない t検定を行った結果，どの項目にも Year 1

と Year 2 の間に有意差は見られなかった．し
かし，「先生の言うことに従わない人がいる」
「先生の言うことをバカにする人がいる」「注
意されてもおしゃべりをやめない人がいる」
の 3 項目については効果量 d が .30 以上であっ
た．また，これら 3項目とも Year 1 より Year 

2 において評価値が小さくなっていた．その他
の項目についてはいずれも効果量 dが .30 を
下回っていた．

教師のバーンアウト
Year 1 と Year 2 における教師のバーンアウ
トについての下位尺度ごとの得点を Figure 3
に示した．縦軸は下位尺度ごとの得点，横軸
は各下位尺度を示している．その結果，Year 

Table 1　学級の状態についての平均評価点の比較

Figure 3　教師バーンアウトの変化
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1 の情緒的消耗感については M = 17.6，SD 

=2.83，脱人格化は M＝ 15.1，SD = 1.70，個人
的達成…感は M =15.9，SD ＝ 1.92 であった．ま
た Year 2 の結果は，情緒的消耗感が M = 13.2，
SD =4.79，脱人格化が M＝ 13.6，SD = 5.27，
個人的達成…感が M =18.8，SD ＝ 3.53 であった．
Year 1 の 9 月から Year 2 の 3 月の得点変化に
ついて対応のない t検定を行った結果，情緒
的消耗感と個人的達成…感については有意差が
見られ（t （18） = 2.56, p =.02, d = 1.10; t （18） = 

-2.32, p = .03, d = -1.00），Year 1 の 9 月よりも
Year 2 の 3 月において情緒的消耗感は有意に
得点が下がっており，個人的達成…感について
は有意に得点が上がっていた．一方で，脱人
格化については Year 1 より Year 2 において得
点は下がっていたものの，その差は有意では
なかった（t （18） = 0.92, p = .37, d = .39）．

教師効力感
Year 2 の 9 月と 3 月時点における教師効力
感の値を示したものが Figure 4 である．教師
効力感については Year 2 においてのみ測定し
た．9月時点の教師効力感は一般的自己効力感
が M = 15.7, SD = 1.0，協働的自己効力感が M 

= 25.4, SD = 3.0，教育相談への自己効力感が M 

= 22.9, SD = 3.4 であった．3 月時点では一般的
自己効力感が M = 17.0, SD = 2.9，協働的自己
効力感が M = 27.4, SD = 3.2，教育相談への自
己効力感が M = 24.1, SD = 3.0 であった．同じ
年度内の 9 月と 3 月に測定を行ったため，同
一の教師内での変化を検討するため対応のあ
る t検定を行った．その結果， 9 月から 3 月に
かけて 3つの下位尺度のいずれにおいても得
点の上昇は見られたものの，有意差は見られ
なかった．しかし，効果量 d は全て .40 以上
であった（一般的自己効力感 t （6） = -1.21, p = 

.27, d = -.59; 協働的自己効力感 t （6） = -1.02, p 

= .35, d = -.65; 教育相談への自己効力感 t （6） = 

-.67, p = .53, d = -.40）．

考　察
学級の状態
公立小学校にて SWPBS を 2 年間にわたり
実施した結果，学校全体における学級の状態
の変化としては，「先生の言うことに従わな
い」「先生の言うことをバカにする」「注意を
されてもおしゃべりをやめない」という児童
の行動の減少が示唆された．これらの項目は，
先行研究においても教師が強度のストレスを
感じるとして挙げられていた内容（安藤他 , 

Figure 4　Year 2 の 9 月から 3 月にかけての教師効力感の変化
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2013）とも合致する項目であった．本研究で実
施した SWPBS は直接的には授業中の行動を
扱った取り組みは行わなかったが，その場で
求められる望ましい行動を明確に定義し教授
することと，それができていた時には承認・
称賛することという対応が一貫してどの取り
組みにおいても実施されていた．このように
複数回にわたって繰り返された取り組みの中
で，望ましい行動を児童に促し，それが実行
された時には称賛をするという指導のパター
ンが教師に習慣化され授業の中で多少なりと
も行われた結果として，学級状態に落ち着き
が見られたことが考えられる．

教師のバーンアウト
谷島（2013）の研究では，小学校教師 106 名

と中学校教師 111 名を対象として教師バーン
アウト測定項目を用いた調査が実施され，そ
の結果，情緒的消耗感は M = 14.34，SD =2.58，
脱人格化は M＝ 13.22，SD = 2.78，個人的達
成…感は M =16.78，SD ＝ 2.51 であった．この
結果と本研究で得られた Year 1 の 9 月時点で
の得点を比較すると，本研究の対象校の教師
の方が情緒的消耗感や脱人格化の得点は高く，
個人的達成…感の得点は低いことがわかる．対
象校は全体的に児童の授業中の問題行動や児
童同士の対人トラブルも多く，その対応に教
師が追われていた状況が SWPBSを導入する
きっかけとなったこともあり，教師のバーン
アウトの程度が谷島（2013）で示される結果よ
りも悪い状態であることは納得のいく結果で
あった．学級状態の評価より，SWPBS導入前
に比べて導入後には落ち着きが見られたこと
が示唆されたことから，教師にとってストレッ
サーとなる状態が減少したことが考えられる．
教師のバーンアウトに関する評価では SWPBS

実践後に情緒的消耗感において有意な減少が
確認され，また個人的達成…感が向上する結果
が得られたことは，SWPBS の実践の結果と
して学級の状態が落ち着くことが教師のメン
タルヘルスの状態に何かしらよい影響を及ぼ
したことも可能性として考えられる．また，

SWPBS実施による教師のメンタルヘルスの向
上について，Ross et al.（2012）は SWPBSの実
践によりチームスキルが教師に獲得され，協
働や良好な関係性が促進されたことが影響し
ているのではないかと指摘している．つまり，
学校組織としての変化が教師のメンタルヘル
スの改善にとって重要だと考えられる．

教師の効力感
教師効力感については対象者が少なかっ

たことと，Year 2 内においての評価であるた
め，効力感の向上を示唆するような結果では
あったもののこの向上が十分に大きい変化と
言えるものか，また SWPBS の実践によるも
のかは限定できない結果であった．有意では
なかったが，効果量が一番大きかったのは協
働的自己効力感であった．協働的自己効力感
に含まれる項目には「前向きに頑張っている
同僚の仕事をすすんで応援し，評価すること
ができる」や「手伝ってもらったり，やって
もらったことに対して素直にありがたいと思
える」という項目が含まれており，このよう
に教師同士が相互にサポートし合う体制づく
りは SWPBSの実践の中で促されやすいものだ
と考えられる．特に Year 2 では委員会活動に
おいて SWPBSを活用することで，学校全体で
同じ目標行動を設定して取り組むことができ
た．これにより，これまでは学級単位を基本
として指導をしていた体制から，どの学級の
児童に対しても全ての教員が指導できるとい
う体制に変化し，取り組み以外の場面でも児
童の様子や対応について教師間で情報共有が
しやすくなり，お互いに必要な時にはサポー
トし合うということが促されやすくなったと
考えられる．谷島（2013）の研究では，教育相
談の自己効力感が他の自己効力感よりもバー
ンアウトの軽減により強く関連しているとい
う結果であったが，淵上・西村（2004）では協
働的自己効力感の形成…がバーンアウトの軽減
に欠かせない要素であることも示唆されてい
る．SWPBSの効果が表れやすいのは協働的自
己効力感であるとすれば，SWPBSの実践に
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より協働的自己効力感が高まることは教師の
バーンアウトの軽減につながる可能性も考え
られるだろう．また，Kelm & McIntosh（2011）
は SWPBSの実践により教師効力感が上がる理
由として，児童生徒の問題行動が少なくなっ
た結果，生徒指導に割かれる時間が減り，よ
り教育活動に従事できる時間が増えることや，
またその結果としてより効果的な授業運営が
できるようになること，さらに SWPBSの実践
の中で望ましい行動を効果的に教授するとい
う経験をすることで，全般的な教授スキルが
向上した可能性を指摘している．

今後の課題
本研究の結果から，SWPBSの第 1層支援の

実践により児童の問題行動が改善され，さら
に教師のメンタルヘルスが向上することが示
唆された．本研究は 1校のみを対象とした研
究であったため，対象となった教師の数が少
なかったことと，SWPBSの実践をしていない
対照校との比較は行えていないため，本研究
の結果が SWPBSの実践による効果であるとい
うことが厳密には言い切れない点は課題とし
て残っている．今後は対象校を複数に増やし，
複数の学校においても本研究と同様の結果が
再現されるかどうかについて検討する必要が
ある．また，教師のメンタルヘルスの向上は，
SWPBSの実践におけるどのような要素が作用
して得られた効果なのかという点については，
明らかにできていない．各教師の SWPBSに
沿った実践の実行度についてより詳細に評価
し，具体的にどのような実践を行うことが教
師のメンタルヘルスの向上に直接的に影響す
るのかについては今後さらに検討を進めてい
く必要があるだろう．
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